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　本稿は下水道事業における経営非効率の計測方
法を提示し、小規模事業体を含む地方公営企業に
これを実際に適用することを通じ、下水道事業の
抱える経営改善に関する課題を示した。
　国では、総務省が地方公営企業の経営を改善さ
せるための抜本改革を各団体に迫り、「公営企業
の経営に当たっての留意事項について」( 総務省 
2014) 通知を発出した。このように下水道事業に
関する経営効率化はこれまで以上に求められてい
るが、その取り組みの前提となるべき以下の３つ
のことは明らかになっていない。
1.　第一に、下水道事業には現実にどの程度の非
効率が存在するのか。
2.　第二に、経営戦略の策定や法適用化などの経
営効率化の試みは実際に経営非効率の除去に
寄与するのか。
3.　第三に、経営非効率が除去された暁には下水
道事業の収支が改善して、持続可能な経営が
可能となるのか。
本稿はこれらの問題意識に対して、下水道事業に
おける経営非効率の計測を通じて、以下の結論を
示し今後の研究課題を示唆した。
問題意識 結論 今後の研究課題
下水道事業には現実にどの程 技術的非効率、費用非効率を
1.
度の非効率が存在するのか。 それぞれ計測し、双方に依然
として少なからぬ非効率が存
在することが示された。
経営戦略の策定や法適用化な 技術的非効率に対して費用非 法適用の有無が経営効率に及
どの経営効率化の試みは実際 効率の方が相対的に大きいこ ぼす影響については今後検証
2. に経営非効率の除去に寄与す と、資源配分の非効率があ する必要がある。また他の汚
るのか。 り、民間委託等がこの非効率 水処理システムとの比較につ
を除去する可能性を示した。 いても同様である。
経営非効率が除去された暁に 非効率除去後の生産フロン 技術革新により生産フロン
は下水道事業の収支が改善し ティア上でさえも将来的な需 ティアがシフトする可能性と
て、持続可能な経営が可能と 要密度の低下が平均費用の増 これによる持続可能な経営に
3. なるのか。 大をもたらし、持続可能な経 向けての機会の存在につい
営に脅威を与えることを示し て、過去のデータから読み解
た。 くには、複数年度データを用
いた今後の分析が必要である。
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本稿の主要な構成は以下のとおりである。
第 1 章 問題意識を示した。
第 2 章 下水道事業における国と地方の施設整備目標の体系を整理し、総務省の「留
意事項通知」による経営目標の過程を確認した。
第 3 章 汚水処理事業経営の現状について、国、県、市の実績を各指標により比較す
ることで汚水処理事業経営の現状を明らかにした。
第 4 章 先行研究ではいずれも、汚水処理事業においてこれまで費用効率性の面で最
適ではない整備が行われてきた可能性をかなり早い時期から指摘するととも
に、汚水処理事業の経営改善が進んでいないこと、またそれが自治体財政に
多大な影響を与えてきたことを論じていることを確認した。
第 5 章 分析方法：下水道事業における経営効率の考え方として用いられる「下水道
経営指標」（総務省）による経営効率把握の難点を示した。これに代わるも
のとして包絡分析（DEA）による経営効率分析を提案した。
第 6 章 分析結果：技術的効率性および費用効率性に関する結果を示した。また、デ
ータと計測結果の一部（岩手県の４市町）を具体的に示した。また、需用密
度と技術的効率性、費用効率性との関係、供用開始後年数と技術的効率性、
費用効率性との関係も示した。
第 7 章
以下の結論を示した。 
・地方公営企業年鑑のデータに基づいて公共下水道事業の経営効率性
を計測する手法を示し、これを具体的に平成 25 年度の 238 団体に適
用することが可能であることを示した。
・技術的非効率、費用非効率をそれぞれ計測し、双方に依然として少な
からぬ非効率が存在することを示した。このことから、現在も行われ
ている経営効率化のための諸施策は今後も継続されるべきであると
判断される。同時に、需用密度の大小によらず効率的な DMU は確かに
存在することも示された。
・技術的非効率に対して費用非効率の方が相対的に大きいこと、つまり
その間を埋める資源配分の非効率が十分に大きいことが示された。と
りわけ人件費部分が過剰であり、コンセッションを含む経営の民間委
託の有効性がある程度支持された。
・将来に予想される需用密度の低下に伴って平均費用の増大の可能性
が示された。ただし、これは上述の非効率が除去された後の最小平均
費用について言えることである。現実の平均費用は経営改善を通じて
需要密度の低下に関わらず低下する可能性もある。
付録 Ａ  包絡分析の概説
Ｂ  浄化槽法定検査に見る汚水処理事業の課題
